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不利益処分に関する審査請求制度の概要 

                              伊丹市公平委員会 

１．審査請求制度の意義 

伊丹市の一般職の職員は、「地方公務員法」(以下「地公法」という)および「不

利益処分についての不服申立てに関する規則（昭和 41 年 12 月 28 日伊丹市公平委

員会規則第 5 号）」(以下「規則」という)に基づき、その意に反して不利益な処分

を受けた場合には、公平委員会に審査請求することができます。 

公平委員会は、職員から審査請求があった場合には、その処分の違法性・妥当

性を審査して、その処分を承認し、修正し、又は取消し、及び必要があるときには

任命権者にその職員がその処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指

示をします。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

２．公平委員会に審査請求のできる職員 

審査請求のできる職員 審査請求することができない職員 

一般職の職員 

（一般行政職員、教育公務員[市立伊丹高

等学校・市立幼稚園の教育職員]、消防職

員、任期付職員、再任用職員、会計年度任

用職員） 

一般職の職員 

（臨時職員、条件付採用期間中の職員） 

公営企業職員(病院・上下水道局・交通局・

モーターボート事業の職員)  

特別職の職員(非常勤嘱託職員他) 

市立小中学校の教育職員(県費負担職員) 

技能職員   等 

・退職した職員は、退職処分（懲戒免職、分限免職又はその他退職に関する処分）に

限り審査請求ができます。 

審査請求 不利益な処分 

被処分者 

(職員) 

処分者 

(任命権者) 

 
 

公平委員会 

処分の承認・修正・取消など 
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３.審査請求の対象となる不利益な処分 

審査請求の対象となるのは、「職員の意に反する不利益な処分」に限られ、職

員に対する不利益な処分以外の処分や職員のした申請に対する不作為は、対象と

なりません。 

人事上の措置であっても、職員の法律上の地位または権利関係に対して直接に

効果を及ぼさないもの、例えば訓告・口頭注意などは審査請求の対象とはなりま

せん。 

 

[不利益処分の類型] 

 

 

 

            

 

             

      

 

  

 

 

 

 

 

４.審査請求のできる期間 

   審査請求は、処分のあったことを知った日の翌日から起算して 3 か月以内にし

なければなりません。 

   また、処分のあったことを知らなくても、処分のあった日の翌日から起算して

１年を経過した場合は、審査請求をすることはできません。（地公法第 49条の 3） 

 

５.審査請求の方法、他、審理の手続き等 

   審査請求の方法、他、審理の手続き等については規則の定めるところによりま

す。 

 

６.審理の方法 

審理方式には書面審理と口頭審理（公開・非公開）の２種類があり、書面審理

で行うのが原則です。 

審査請求の対象 

懲戒処分：免職、停職、減給、戒告 （地公法第 29条） 

分限処分：免職、休職、降任、降給 （地公法第 28条） 

不利益な処分  

任命権者が職員に対して行ったその他のその意に反すると

認める不利益な処分（地公法第 49条の 1） 

職員がその意に反して受けたと思う不利益な処分 
（地公法第 49条の 2） 

不利益な処分に当たらないもの  

処 

分 
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ただし、審査請求をした職員（以下「請求人」という。）から口頭審理の請求が

あった場合には、口頭審理を行います。さらに、請求人から公開の請求があったと

きには、公開して口頭審理を行います。（地公法第 50条第 1項） 

 

書面審理: 提出された書面及び当事者の質問等によって争点整理、証拠調べ等を行

う審理です。書面審理の場合でも、当事者は審査が終了するまでは、

いつでも公平委員会に対し口頭で意見を述べることができます。 

 

口頭審理: 公平委員会が当事者本人及び代理人の出席の下、証拠調べその他必要と

認める事項に関する審理を口頭で行うものです。 

 

７.裁決（判定） 

審理が終了すると裁決（判定）を行います。請求人への処分が違法かまたは不

当なものであるときは、処分を修正し、あるいは取消します。請求人への処分が

適当かつ妥当であるときは、処分を承認します。 

また、公平委員会は、必要がある場合には、任命権者に対して、請求人の受け

るべきであった給付その他の回復等、処分によって受けた不当な取扱を是正する

ための指示をします。（地公法第 50条第 3項） 

 

８.訴訟との関係 

   審査請求ができる処分については、公平委員会の裁決を経たあとでなければ、

裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができません。（地公法第 51条の 2） 

   ただし、「審査請求があつた日から三箇月を経過しても裁決がないとき」、「処分、

処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき」、「その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき」は、裁決を経

ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。（行政事件訴訟法第８条第

２項） 

   公平委員会の裁決に不服がある場合には、裁決があったことを知った日から６

か月以内に、裁判所に処分または裁決の取消しの訴えを提起することができます。

（行政事件訴訟法第 14条第１項） 

   裁決のあったことを知らなかった場合でも、裁決のあった日から１年を経過し

たときは訴えを提起することができません。（行政事件訴訟法第 14条第 2項） 
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９.審査請求手続きの流れ 

 

審査請求をした職員を「請求人」といいます。 

 

審査請求書を正・副各 1通、それぞれに処分説明書の写しを添付し

て公平委員会に提出します。資料を添付することもできます。 

 

 

 

 

 

処分者は、処分理由の具体的説明を記した書面(答弁書) 正・副各

1通を公平委員会に提出します。証拠があれば公平委員会へ申し出ま

す。 副本は請求人に交付されます。 

 

請求人は、答弁書記載の主張に対する認否及び反論を記載した書面

(反論書) 正・副各 1 通を公平委員会に提出します。証拠があれば公

平委員会へ申し出ます。副本は処分者に交付されます。 

 

 

※公平委員会は必要により証拠や証人調べを行います。 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

公平委員会が、審理を終了したときには、その

結果に基づいて裁決書を作成します。 

 

 

 

 

 

公平委員会は、審査の結果必要がある場合、任命権者に対して、処分

によって受けた不当な取扱を是正するための指示をします。    

職   員 

審査請求書 

受   理 却   下 

【処分者】 
答弁書の提出 
証拠の申出 

【請求人】 
反論書の提出 
証拠の申出 

書 面 審 理 の 場 合 
口 頭 審 理 の 場 合 

・当事者尋問 
・当事者による 
口頭意見申出 

準 備 手 続 

口 頭 審 理 

裁 決 

処分の承認 処分の修正 処分の取消し 

是正のための指示 


